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浜松市国民宿舎奥浜名湖の管理に関する基本協定書 

浜松市（以下「市」という。）と○○（以下「指定管理者」という。）とは、次のとおり、浜松

市国民宿舎奥浜名湖（以下「国民宿舎」という。）の管理に係る基本協定（以下「本協定」とい

う。）を締結する。 

第１章 総 則 

（本協定の目的） 

第１条 本協定は、市と指定管理者が相互に協力し、国民宿舎を適正かつ円滑に管理するため

に必要な事項を定めることを目的とする。 

（本協定の期間） 

第２条 本協定の期間（以下「指定期間」という。）は、令和６年４月１日から令和１１年３

月３１日までとする。 

２ 本協定に基づく指定管理者の行う業務（以下「本業務」という。）に係る会計年度は、毎年

４月１日から翌年３月３１日までとする。 

（信義誠実の原則） 

第３条 市及び指定管理者は、互いに協力し信義を重んじ、対等な関係に立って本協定を誠実

に履行しなければならない。 

（用語の定義） 

第４条 本協定において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

（1）指定管理開始日 国民宿舎に係る地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の

２第３項の規定に基づく指定管理者の指定期間の開始日のことをいう。 

（2）指定管理料 市が指定管理者に対して支払う本業務の実施に関する対価のことをいう。 

（3）仕様書 浜松市国民宿舎奥浜名湖指定管理者募集要項に示された本業務に係る仕様書の 

内容を基本として、本協定を実施する際の細目として市と指定管理者の協議の上定めるも

のをいう。 

（4）自主事業 第７条に規定した本業務以外の業務で、市長の承認を受けて指定管理者が自 

   己の責任と費用において実施する業務のことをいう。 

（5）提案書 国民宿舎の指定管理者の公募にあたり、指定管理者が提出した事業提案書のこ

とをいう。 

（6）年度協定 本協定に基づき、市と指定管理者が指定期間中に年度ごとに締結する協定の

ことをいう。 

（7）不可抗力 天災（地震、津波、落雷、暴風雨、洪水、異常降雨、土砂崩壊等）、人災（戦

争、テロ、暴動、疫病等）その他市及び指定管理者の責めに帰すことのできないもので、

市又は指定管理者によっても予見し得ず、若しくは予見できてもその損失、損害又は障

害発生の防止手段を合理的に期待できないものをいう。なお、不可抗力に起因しない施

設利用者数の増減は、不可抗力に含まないものとする。 
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（8）法令 すべての法律、政令、省令、条例、規則その他正規の手続きを経て公布された行政

機関の規程をいう。 

（9）利用料金 地方自治法第２４４条の２第８項の規定により、指定管理者の収入として収 

受する国民宿舎の利用に係る料金をいう。 

（10）資本的支出 固定資産の価値を高め、又はその耐久性を増すことになると認められる経

費をいう。 

（11）修繕 固定資産の通常の維持管理のため、又は毀損した固定資産につきその原状を回復

することをいう。 

（12）備品 １年以上その形状を変えることなく使用し、かつ、保存に耐え得る物で１個又は

１組につき取得価額又は評価価額が２万円以上の物品をいう。 

（13）管理物品 第Ⅰ種備品及び第Ⅱ種備品をいう。 

（14）第Ｉ種備品 市が所有する備品で、本業務実施のために供する備品をいう。 

（15）第Ⅱ種備品 市が指定管理者に購入又は調達を指示する備品で、本業務実施のために供

する備品をいう。 

（16）第Ⅲ種備品 指定管理者の任意により購入し、又は調達する備品で、本業務又は自主事

業の実施のために供する備品をいう。 

（17）備付物品 利用料金を収受して利用者に貸し出す物品をいう。 

（管理物件） 

第５条 本業務の対象となる物件（以下「管理物件」という。）は、管理施設と管理物品から

なる。管理施設及び管理物品の内容は、別紙１のとおりとする。 

２ 指定管理者は、善良なる管理者の注意を持って管理物件を管理しなければならない。 

（管理施設の使用） 

第６条 指定管理者は、本業務を遂行するために必要な範囲内において、管理施設を無償で使

用することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、第５６条に定める自主事業を行う場合その他国民

宿舎の目的を妨げない範囲において特に必要のある場合は、市の承認を得て前項の範囲を超え

た管理施設の使用を行うことができる。 

３ 指定管理者は、前項の規定により管理施設を使用する場合において、地方自治法第２３８条

の４第７項の規定に基づく行政財産の使用許可を必要とする場合は、浜松市公有財産管理規則

（昭和３９年規則第３０号）第９条に定めるところにより、市に対して、行政財産使用許可申

請書を提出し、所定の使用料を納付しなければならない。 

第２章 業務の範囲と実施条件 

（業務の範囲） 

第７条 本業務及び市が行う業務は、次のとおりとする。 

（1）本業務 

ア 国民宿舎の利用の許可に関する業務。 

イ 国民宿舎の施設及び設備の維持管理に関する業務。 

ウ 国民宿舎の使用に係る利用料金の徴収に関する業務。 

エ 施設・設備等の維持管理及び保全に関する業務。 
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オ 清掃・警備・防災に関する業務。 

カ 施設・設備等の修繕に関する業務。 

キ 施設・設備等の安全管理に関する業務。 

ク 水道光熱費の支払い、管理に関する業務。 

ケ 事業計画書・事業報告書等の作成、提出等帳簿の備置に関する業務。 

コ その他国民宿舎の管理に関して市長が必要があると認める業務。浜松市との協議により、

自主事業が可能。国民宿舎の施設の一部を使用する場合は、別途市の許可を受けること。 

（2）市が行う業務 

ア 指定管理業務の監督、指導、助言。 

イ 指定管理者との協議により市が行う業務。 

ウ 施設の目的外使用許可に関すること。 

エ リスク分担による負担に関すること。 

オ 借地料の支払いに関すること。 

カ 火災保険（建物総合損害共済保険）加入に関すること。 

（業務実施条件） 

第８条 指定管理者が本業務を実施するにあたって満たさなければならない条件は、仕様書又は

年度協定を締結している場合は年度協定書に示すとおりである。 

（業務範囲及び業務実施条件の変更） 

第９条 市又は指定管理者は、必要があると認める場合は、相手方に対する通知をもって第７

条で定めた本業務の範囲及び第８条で定めた業務実施条件の変更を求めることができる。 

２ 市又は指定管理者は、前項の通知を受けた場合は、協議に応じなければならない。 

３ 業務範囲又は業務実施条件の変更及びそれに伴う指定管理料の変更等については、前項の

協議において決定するものとする。 

第３章 本業務の実施 

（本業務の実施） 

第１０条 指定管理者は、浜松市国民宿舎奥浜名湖条例（平成２２年浜松市条例第３１号。以

下「本条例」という。）、浜松市国民宿舎奥浜名湖条例施行規則（平成２２年浜松市規則第３

０号。以下「本規則」という。）及び次に掲げる法律その他の関係法令並びに本協定を遵守

し、本業務を行わなければならない。 

（1）地方自治法 

（2）労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）その

他労働に関する法令 

２ 指定管理者は市と協議の上、本業務の実施にあたり浜松市行政手続条例（平成８年浜松市

条例第６９号）の規定により、次の項目を定めるものとする。 

（1）本条例第６条の規定による施設の入館の制限の審査基準 

（2）本条例第７条の規定による施設の利用の許可の審査基準 

（3）本条例第８条の規定による施設の利用の制限の審査基準 

（4）本条例第９条ただし書の規定による利用料金の後納の審査基準 

（5）本条例第１０条ただし書の規定による利用料金の還付の審査基準 
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３ 前項に定めるもののほか、指定管理者は市と協議の上、国民宿舎の利用者に対する指導に

関する手続きを定めるものとする。 

（開業準備） 

第１１条 指定管理者は、指定開始日に先立ち、本業務の実施に必要な資格者及び人材を確保

し、必要な研修等を行うものとする。 

２ 指定管理者は、必要があると認める場合には、指定開始日に先立ち、市に対して管理施設

の視察を申し出ることができるものとする。 

３ 市は、指定管理者から前項の申出を受けた場合は、合理的な理由のある場合を除いてその

申出に応じなければならない。 

（第三者による実施） 

第１２条 指定管理者は、本業務の全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負わせてはなら

ない。ただし、事前に市の承諾を得た場合は、本業務の一部を第三者に委託し、又は請け負

わせることができる。 

２ 指定管理者が前項ただし書の規定に基づき、本業務の一部を第三者に実施させる場合は、

すべて指定管理者の責任及び費用において行うものとし、本業務に関して第三者の責めに帰

すべき事由により生じた損害及び増加費用については、すべて指定管理者の責めに帰すべき

事由により生じた損害及び増加費用とみなして、指定管理者が負担するものとする。 

（管理施設の改造等） 

第１３条 管理施設の資本的支出については、市が自己の費用と責任において実施するものと

する。 

２ 管理施設の修繕及び備品の修繕、更新については、１件につき６０万円（消費税及び地方

消費税を含む。）以上のもの（以下「大規模修繕」という。）については市が自己の費用と責

任において実施するものとし、１件につき６０万円（消費税及び地方消費税を含む。）未満の

ものについては指定管理者が自己の費用と責任において実施するものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、資本的支出及び大規模修繕について、指定管理者の提案書に

記載されている場合又は指定管理者からの申し出があった場合において、市は必要があると

認めるときは、指定管理者の負担により指定管理者に行わせることができる。この場合にお

いて、市及び指定管理者は、当該資本的支出及び大規模修繕に係る施設・設備の所有権、管

理責任、原状回復の必要性等の本協定の期間満了時の取扱いその他必要な事項を定めるもの

とする。 

（緊急時の対応） 

第１４条 指定期間中、本業務の実施に関連して事故、災害等の緊急事態（以下「事故等」と

いう。）が発生した場合、指定管理者は直ちに必要な措置を講じるとともに、市（消防、保

健所等を含む。）、警察その他の行政機関関係者に対して事故等発生の旨を通報しなければな

らない。 

２ 市は、前項の通報を受けたときは、直ちに指定管理者への必要な指示を行うとともに、必

要に応じて国民宿舎の現地調査その他必要な対応を行うものとする。 

３ 事故等が発生した場合、指定管理者は市と協力して事故等の原因調査に当たるものとする。 
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（防災対策） 

第１５条 指定管理者は、消防法（昭和２３年法律第１８６号）その他の関係法令を遵守し、

市と連携して、必要な防災対策を講じるものとする。 

２ 指定管理者は、防火管理者を選任したときは、市に報告するとともに、消防計画を作成し

た場合は、その写しを市に提出するものとする。 

３ 市は、防災対策の実施に関し、市の直接管理する公の施設と同様の研修、情報提供を指定

管理者に対して行うものとする。 

第４章 情報の取扱い 

（情報の保護） 

第１６条 指定管理者は、本業務を処理するための個人情報その他の情報の取扱いに当たって

は、利用者その他関係者の権利利益を侵害することのないよう、適正に取り扱わなければな

らない。 

（守秘義務） 

第１７条 指定管理者の役員及び職員は、本業務を処理するために知り得た秘密を、他に漏ら

してはならない。その職を退いた後も同様とする。 

（個人情報の保護） 

第１８条 指定管理者は、本協定による事務を処理するに当たって個人情報を取り扱う際には、

個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第６６条及び第６７条の規定及び

個人情報の取扱いに係る特記事項を守らなければならない。 

２ 指定管理者は、前項の個人情報について、個人情報の保護に関する法律の規定に基づき、

市に対する開示請求、訂正請求又は利用停止請求があった場合において、市から開示、訂正

又は利用停止の要求があったときは、速やかにこれに応じなければならない。 

３ 指定管理者は、本業務を処理するために個人情報を収集するときは、当該事務を処理する

ために必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により収集しなければならない。 

４ 指定管理者は、市の指示又は承諾があるときを除き、本業務に関して知り得た個人情報を

当該事務を処理するため以外に使用し、又は第三者に引き渡してはならない。 

５ 指定管理者は、市の指示又は承諾があるときを除き、本業務を処理するために市から貸与

された個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

６ 指定管理者は、本業務を処理するための個人情報を自ら取り扱うものとし、市の承諾があ

るときを除き、第三者に取り扱わせてはならない。 

７ 指定管理者は、指定の期間が終了し、又は指定を取り消されたときは、本業務を処理する

ために市から貸与され、又は指定管理者が収集し、若しくは作成した個人情報を自己又は市

以外の者のために使用してはならない。 

８ 前項の場合において、指定管理者は、個人情報が記録された資料等を、指定の期間が終了

し、又は指定を取り消された後直ちに市に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、市が

別に方法を指示したときは、当該方法によるものとする。 
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（情報公開） 

第１９条 指定管理者は、浜松市情報公開条例（平成１３年浜松市条例第３２号）第２３条の

２第１項の規定に基づき、本業務を行うに当たって保有する文書の公開に努めなければなら

ない。 

（事故発生時における報告） 

第２０条 指定管理者は、この章の規定に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれがあること

を知ったときは、直ちに市に報告し、市の指示に従うものとする。指定の期間が終了し、又

は指定を取り消された後においても同様とする。 

第５章 備品等の扱い 

（市の備品の管理） 

第２１条 指定管理者は、別紙１に定める第Ⅰ種備品を、本業務実施のために供するものとす

る。 

２ 指定管理者は、指定期間中、第Ｉ種備品を常に良好な状態に保たなければならない。 

３ 第Ｉ種備品が経年劣化等により本業務実施の用に供することができなくなった場合、指定

管理者は、速やかに市に報告するものとし、市は、必要に応じて当該第Ⅰ種備品の同等物品

を購入し、又は調達する。ただし、市との協議により、指定管理者は、第Ⅱ種備品として当

該第Ⅰ種備品の同等物品を購入又は調達することができる。 

４ 指定管理者は、故意又は過失により第Ｉ種備品を毀損滅失したときは、市との協議により、

必要に応じて市に対しこれを弁償又は自己の費用で当該物と同等の機能及び価値を有するも

のを購入し、又は調達し、市に寄附しなければならない。 

５ 指定管理者は、第Ｉ種備品について、浜松市物品管理規則（昭和４０年浜松市規則第１８

号）に基づく市の管理に協力しなければならない。 

（指定管理者による備品等の購入等） 

第２２条 指定管理者は、別紙１に定める第Ⅱ種備品を、自己の費用により購入又は調達し、

本業務実施のために供するものとする。 

２ 第Ⅱ種備品が経年劣化等により本業務実施の用に供することができなくなった場合、指定

管理者は、自己の費用で当該備品等を購入又は調達するものとする。 

３ 指定管理者は、第Ⅱ種備品について、物品管理台帳を作成し、原則として備品標識を付さ

なければならない。 

４ 指定管理者は、指定管理者の任意により第Ⅲ種備品を購入又は調達することができる。 

５ 指定管理者は、第Ⅲ種備品について、物品管理台帳を作成し、必要に応じて備品標識を付

さなければならない。 

（備付物品の管理） 

第２２条の２ 指定管理者は、別紙１に定める備付物品を本業務実施のために供するものとす

る。 

２ 指定管理者は、指定期間中、備付物品を常に良好な状態に保たなければならない。 
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３ 備付物品が経年劣化等により本業務実施の用に供することができなくなった場合、指定管

理者は、速やかに市に報告するものとし、市は、必要に応じて当該備付物品の同等物品を購

入又は調達する。ただし、市との協議により、指定管理者は、第Ⅱ種備品として当該備付物

品の同等物品を購入又は調達することができる。 

４ 指定管理者は、故意又は過失により備付物品を毀損滅失したときは、市との協議により、

必要に応じて市に対しこれを弁償又は自己の費用で当該備付物品と同等の機能及び価値を

有するものを購入又は調達し、市に寄附しなければならない。 

第６章 業務実施に係る市の確認事項 

（事業計画書） 

第２３条 指定管理者は、毎年度３月１５日までに、翌年度の事業計画書を提出し、市の確認

を得なければならない。 

２ 市及び指定管理者は、事業計画書を変更しようとするときは、市と指定管理者の協議によ

り決定するものとする。

（日報） 

第２４条 指定管理者は、毎開館日の終了後、速やかに次の各号に示す事項を記載した日報を

作成しなければならない。 

（1）管理業務の実施状況に関する事項 

（2）自主事業の実施状況に関する事項 

（3）事故・苦情等の対応状況に関する事項 

（4）施設・設備の損傷及び不具合に関する事項 

（5）その他市が指示する事項 

２ 指定管理者は、作成した日報を管理施設に備え置き、市の求めがあるときは市に提出しな

ければならない。

（月次報告書） 

第２５条 指定管理者は、月の終了後、速やかに次の各号に示す事項を記載した月次報告書を

提出しなければならない。 

（1）管理業務の実施状況に関する事項 

（2）自主事業の実施状況に関する事項 

（3）事故・苦情等の対応状況に関する事項 

（4）施設・設備の損傷及び不具合に関する事項 

（5）その他市が指示する事項 

（事業報告書） 

第２６条 指定管理者は、毎年度終了後、本業務に関し、４月３０日までに次の各項に示す事

項を記載した事業報告書を提出しなければならない。 

（1） 本業務の実施状況に関する事項 

（2） 管理施設の利用状況に関する事項 

（3） 使用料または利用料金収入の実績 
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（4） 本業務に係る収支状況 

（5） 提案した事業の実施状況に関する事項 

（6） 自主事業の実施状況 

（7） 自主事業に係る収支状況 

（8） 利用者の苦情、要望又は意見に関する事項 

(9)  施設・設備の損傷及び不具合に関する事項 

（10）事後評価での指摘及び意見に対する対応状況 

（11）指定管理者との協定書で定める管理の状況を把握するために必要な事項 

（12）指定管理者による自己評価 

（13）労働関係法令について 

（14）施設運営に関する意見・要望について 

（15）その他市が指示する事項 

２ 指定管理者は、市が年度途中において指定管理者に対する指定管理者の指定を取り消した

場合には、指定が取り消された日から３０日以内に当該年度の当該日までの間の事業報告書

を提出しなければならない。

３ 市は、必要があると認めるときは、事業報告書の内容又はそれに関連する事項について、

指定管理者に対して文書による報告又は口頭による説明を求めることができるものとする。

（市による業務実施状況の確認） 

第２７条 市は前条により指定管理者が提出した事業報告書に基づき、指定管理者が行う業務

の実施状況及び施設の管理状況の確認を行うものとする。 

２ 市は、前項における確認のほか、指定管理者による業務実施状況等を確認することを目的

として、随時、管理施設へ立ち入ることができる。また、市は、管理物件の管理の適正を期

するため、指定管理者に対して、随時当該管理の業務又は経理等の状況に関し報告を求め、

実地について調査し、又は必要な指導をすることができる。 

３ 指定管理者は、市から前項の申出を受けた場合は、合理的な理由がある場合を除いてその

申出に応じなければならない。

（市による業務の改善勧告） 

第２８条 前条による確認の結果、指定管理者が本協定に定める義務を履行しない場合は、市

は指定管理者に対して業務の改善を勧告するものとする。 

２ 指定管理者は、前項に定める改善勧告を受けた場合は、当該勧告に従わない正当な理由の

ある場合を除いて、速やかにそれに応じなければならない。 

（市による業務の指示） 

第２９条 前条による勧告に応じない場合、市は指定管理者に対し必要な指示をすることがで

きる。 

（その他報告事項） 

第２９条の２ 本協定に別段の定めがある場合を除き、本業務執行上の誤り、施設、システム

等のトラブル、指定管理者の違法又は不正な行為（第１２条第１項ただし書の規定に基づき

第三者に本業務の一部を実施させた場合を含む。）並びに指定管理者の役員及び当該管理施

設職員の非違行為が発生した場合、指定管理者は、直ちに市に報告しなければならない。 
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第７章 指定管理料及び利用料金 

（指定管理料の支払い） 

第３０条 市は、指定管理者に対し、本業務実施の対価としての指定管理料を支払わない。

（利用料金収入の取扱い） 

第３１条 指定管理者は、国民宿舎に係る利用料金を当該指定管理者の収入として、収受する

ことができる。 

２ 指定管理者は、指定期間の満了日又は指定の取り消しがあった日後の利用に係る利用料金

を事前に収受した場合は、市の指示するところにより、その利用料金に相当する金額を次の

指定期間に係る指定管理者又は市に支払わなければならない。 

３ 指定期間開始前に利用料金が納付され、指定期間開始後に利用許可の取り消しや予約取り

消しなどにより利用料金を返還する場合は、指定期間開始前の指定管理者等が当該利用料金

を利用者に返還する。 

（利用料金の決定等） 

第３２条 利用料金は、本条例別表に定める額（同表に定める使用の単位（備付物件に係る使

用の単位を含む。）を変更し、又は新たな単位を設定する場合にあっては、同表の規定によ

る額を基準として市が別に定めるところにより算定した額）の範囲内において、指定管理者

が市の承認を得て定めなければならない。指定管理者が国民宿舎の利用に係るキャンセル料

（利用者が本規則第７条（利用料金の還付に関する規定）に定める日前までに利用の許可の

取消しを申し出なかった場合に当該利用者が支払うべきであった利用料金に相当する額の

範囲内において指定管理者が定める料金をいう。以下同じ。）を徴収する場合にあっても、

同様とする。 

２ 指定管理者は、本条例第１０条のただし書の規定により利用料金を還付するときは、本規

則第７条及び第１０条第２項により指定管理者が定めた審査基準に基づき行わなければなら

ない。 

（利用料金の公表） 

第３３条 指定管理者は、前条第１項の承認を得たときは、その旨及び当該利用料金及びキャ

ンセル料の額を国民宿舎の利用パンフレット、インターネット等の方法により公表しなけれ

ばならない。 

（納付金） 

第３４条 指定管理者は市に対し、収受した利用料金収入に自主事業により得た収入及び自動

販売機手数料収入を加えた額（税込）に１０００分の○○を乗じた額を納付金として支払う

ものとする。 

２ 指定管理者は、納付金算定の基礎となる報告項目を月次報告書に設け、市に提出するもの

とする。 

３ 指定管理者は、市が発行する納入通知書により、四半期（４月から６月まで、７月から９

月まで、１０月から１２月まで及び翌年の１月から３月までの各区分による期間）ごとに納

付金を支払わなければならない。 
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４ 各期間分の納期限は次のとおりとする。 

区分 納期限 備考 

４月～ ６月分 ８月１５日   浜松市指定金融機関等に納める。 

納期限が浜松市の休日を定める条例第１

条第１項各号に掲げる日に当たるとき

は、これらの日の翌日。 

７月～ ９月分 １１月１５日   

１０月～１２月分 ２月１５日   

１月～ ３月分 ５月１５日   

（遅延損害金） 

第３５条 納付金を納期限までに納付しない場合には、浜松市税外収入金の延滞金に関する条

例に準じて算定した金額を遅延損害金として支払わなければならない。 

第８章 損害賠償及び不可抗力 

（損害賠償等） 

第３６条 指定管理者は、故意又は過失により管理物件を損傷し、又は滅失したときは、それ

によって生じた損害を市に賠償しなければならない。ただし、市が特別の事情があると認め

たときは、市は、その全部又は一部を免除することができるものとする。 

（第三者への賠償） 

第３７条 本業務の実施において、指定管理者に帰すべき事由により第三者に損害が生じた場

合、指定管理者はその損害を賠償しなければならない。ただし、その損害が市の責めに帰す

べき事由又は市、指定管理者双方の責めに帰すことができない事由による場合は、その限り

ではない。 

２ 市は、指定管理者の責めに帰すべき事由により発生した損害について第三者に対して賠償

した場合、指定管理者に対して、賠償した金額及びその他賠償に伴い発生した費用を求償す

ることができるものとする。

（保険） 

第３８条 本業務の実施にあたり、市が付保しなければならない保険は、次のとおりである。 

（1）火災保険 

２ 本業務の実施にあたり、指定管理者が付保しなければならない保険は、次のとおりである。 

（1）施設賠償責任保険または同等の賠償保険、その他必要な保険（自動車保険含む） 

（不可抗力発生時の対応） 

第３９条 不可抗力が発生した場合、指定管理者は、不可抗力の影響を早期に除去すべく早急

に対応措置をとり、不可抗力により発生する損害・損失及び増加費用を最小限にするよう努

力しなければならない。 

（不可抗力によって発生した費用等の負担） 

第４０条 不可抗力の発生に起因して指定管理者に損害・損失や増加費用が発生した場合、指

定管理者は、その内容や程度の詳細を記載した書面をもって市に通知するものとする。 
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２ 市は、前項の通知を受け取った場合、損害状況の確認を行った上で市と指定管理者の協議

を行い、不可抗力の判定や費用負担等を決定するものとする。

３ 不可抗力の発生に起因して指定管理者に損害・損失や増加費用が発生した場合、当該費用

については合理性の認められる範囲で市が負担するものとする。なお、指定管理者が付保し

た保険によりてん補された金額相当分については、市の負担に含まないものとする。

４ 不可抗力の発生に起因して市に損害・損失や増加費用が発生した場合、当該費用について

は市が負担するものとする。

（不可抗力による一部の業務実施の免除） 

第４１条 前条第２項に定める協議の結果、不可抗力の発生により本業務の一部の実施ができ

なくなったと認められた場合、指定管理者は不可抗力により影響を受ける限度において本協

定に定める義務を免れるものとする。 

２ 指定管理者が不可抗力により本業務の一部を実施できなかった場合、市は、指定管理者と

の協議の上、指定管理者が当該業務を実施できなかったことにより免れた費用分を指定管理

料から減額することができるものとする。 

（不可抗力発生時の施設の管理） 

第４２条 市は、次の各号のいずれかに該当する場合は、国民宿舎の使用を停止し、市の管理

下に置くことができるものとする。 

（1）気象業務法（昭和２７年法律第１６５号）第１１条の２第１項の規定に基づく東海地震等

に関する観測情報、注意情報若しくは予知情報が発表された場合、大規模地震対策特別措置

法（昭和５３年法律第７３号）第９条第１項の規定による警戒宣言が発せられた場合及び武

力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６年法律第１１２号）

第２５条第１項（第１８３条において準用する場合を含む。）の規定による指定を浜松市が受

けた場合において、市民の安全確保のために国民宿舎の使用を停止する必要があると市が認

めるとき。 

（2）不可抗力が発生し、国民宿舎を災害救援等の支援施設として使用させる必要があると市が

認めるとき。 

２ 前項の場合において、指定管理料の取扱いその他必要な事項については、市、指定管理者

協議の上、決定するものとする。

（リスク分担） 

第４３条 本業務に関するリスク分担は、別紙２のとおりとする。 

第９章 指定期間の満了等 

（業務の引継ぎ等） 

第４４条 指定管理者は、指定期間の終了による本協定の終了（以下第４６条までにおいて同

じ。）に際し、市又は市が指定するものに対し、本業務の引継ぎ等を行わなければならない。 

２ 市は、必要があると認める場合には、本協定の終了に先立ち、指定管理者に対して市又は

市が指定するものによる管理施設の視察、施設・設備の確認又は国民宿舎管理に関する経理

状況に関する資料の提出を申し出ることができるものとする。
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３ 指定管理者は、市から前項の申出を受けた場合は、合理的な理由のある場合を除いてその

申出に応じなければならない。

（原状回復義務） 

第４５条 指定管理者は、本協定の終了の日までに、指定開始日を基準として管理物件を原状

に回復し、市に対して管理物件を明け渡し及び引き渡さなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、市が認めた場合には、指定管理者は管理物件の原状回復は行わ

ずに、別途市が定める状態で市に対して管理物件を明け渡し及び引き渡すことができるもの

とする。 

３ 指定管理者が第１項に定める義務を履行せず、管理物件に工作物等が残置されているとき

は、市は指定管理者が当該工作物等の所有権を放棄したものとみなして、任意にこれを処分

することができる。この場合において、市に当該工作物等の撤去費用が生じたときは、当該

費用を指定管理者に請求することができる。 

（協定終了時の備品等の扱い） 

第４６条 本協定の終了に際し、備品等の扱いについては、次のとおりとする。 

（1）第Ⅰ種備品及び備付物品については、指定管理者は、市又は市が指定するものに対して引

き継がなければならない。 

（2）第Ⅱ種備品については、指定管理者は、市又は市が指定するものに対して無償で譲渡しな

ければならない。 

（3）第Ⅲ種備品については、指定管理者が自己の責任と費用で撤去しなければならない。ただ

し、市と指定管理者の協議において両者が合意した場合、指定管理者は、市又は市が指定す

るものに対して、無償又は有償で譲渡することができるものとする。 

第１０章 指定期間満了以前の指定の取消し 

（市による指定の取消し等） 

第４７条 市は、浜松市指定管理者による公の施設の管理に関する条例（平成２０年浜松市条

例第６１号）第１３条第２項の規定により、指定管理者が次の号のいずれかに該当すると認

めるときは、その指定を取り消し、または期間を定めて本業務の全部若しくは一部の停止を

命ずることができるものとする。 

（1）指定管理者が本業務等に際し、法令又は本協定に違反したとき。 

（2）指定管理者が市の地方自治法第２４４条の２第１０項の規定による指示に従わないとき。 

（3）本業務に際し不正行為があったとき。 

（4）指定管理者が市に対し虚偽の報告をし、又は正当な理由なく報告等を拒んだとき。 

（5）指定管理者が本協定内容を履行しないとき。 

（6）指定管理者の責めに帰すべき事由により指定管理者から本協定締結の解除の申出があっ 

たとき。 

（7）市が定めた行政手続法に基づく処分基準その他指定管理者に対する処分に関する基準に 

該当するとき。 

（8）指定管理者（指定管理者が共同事業体であるときは、そのいずれかの者。以下この号にお

いて同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 
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ア 役員等（無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこれらに準じるべき者、支

配人及び清算人をいう。以下同じ。）が暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）及び

暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）又は暴力団員でなくなった日か

ら５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）であると認められるとき。 

イ 暴力団又は暴力団員等が経営に実質的に関与していると認めるとき。 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える

目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用したと認められるとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直

接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる

とき。 

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら

れるとき。 

カ 本業務に係る下請契約その他の契約に当たり、その相手方が、アからオまでのいずれか

に該当すること（相手方が個人の場合は、役員等をその者と読み替える。）を知りながら、

当該者と契約を締結したと認められるとき。 

キ 指定管理者が、アからオまでのいずれかに該当する者（個人の場合は、役員等をその者

と読み替える。）を本業務に係る下請契約その他の契約の相手方としていた場合（カに該当

する場合を除く。）に、市が指定管理者に対して当該契約の解除を求め、指定管理者がこれ

に従わなかったとき。 

（9）その他指定管理者の責めに帰すべき事由により、市が指定管理者による本業務を継続する

ことが適当でないと認めるとき。 

２ 市は、前項に基づいて指定の取消し等を行おうとする際は、行政手続法に定めるところに

より事前に意見陳述のための手続を執らなければならない。

３ 第１項の規定により指定の取消し等を行った場合において、指定管理者に損害・損失や増

加費用が生じても、市はその賠償の責めを負わない。 

  また、指定管理者は、指定の取消し等があった日後の利用に係る利用料金を事前に収受し

た場合は、第３２条第２項の規定に関わらず、市の指示するところにより、その利用料金に

相当する金額を次の指定期間に係る指定管理者又は市に支払わなければならない。 

４ 指定管理者は、第１項の規定により指定を取り消された場合にあっては、取消しの日から

３年間は本市の指定管理者候補に応募することができないものとする。

第４７条の２ 前条第１項各号に掲げる場合のほか、市は、管理施設を休止するとき又は本業

務の範囲若しくは管理の基準の大幅な変更により指定管理者による本業務の継続が適当で

ないと認めるときは、指定管理者の指定を取り消すことができる。 

２ 前条第２項の規定は、前項の規定による指定の取り消しについて準用する。

（指定管理者による指定の取消しの申出） 

第４８条 指定管理者は次のいずれかに該当する場合、市に対して指定の取消しを申し出るこ

とができるものとする。また、第４号に規定する事由が生じたときは、速やかに市長に報告

するものとする。 

（1）市が本協定内容を履行せず、又はこれに違反したとき。 

（2）市が任意に指定の取消しを申出たとき。 
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（3）市の責めに帰すべき事由により指定管理者が損害または損失を被ったとき。 

（4）指定管理者の責めに帰さない事由により、管理運営業務の継続が困難になったとき。 

２ 市は、前項の申出を受けた場合、指定管理者との協議を経てその処置を決定するものとす

る。

（不可抗力による指定の取消し） 

第４９条 市又は指定管理者は、不可抗力の発生により、本業務の継続等が困難と判断した場

合は、相手方に対して指定の取消しの協議を求めることができるものとする。 

２ 協議の結果やむを得ないと判断された場合は、市は指定の取消しを行うものとする。

３ 前項における取消しによって指定管理者に発生する損害・損失及び増加費用は、合理性が

認められる範囲で市が負担することを原則として市と指定管理者の協議により決定するも

のとする。

（違約金） 

第５０条 指定管理者は、第４７条の規定により、指定を取り消され、又は期間を定めて本業

務の全部若しくは一部の停止を命じられたときは、１か月分の指定管理料に相当する額（指

定管理料が生じない場合にあっては、施設の１か月分の管理運営に要する費用を基準として

市長が定める額）を違約金として市が指定する期日までに納めなければならない。 

２ 前項の規定により違約金が生じた場合において、市に未払いの指定管理料があるときは、

市は、当該違約金債権と当該未払いの指定管理料債務を対当額にて消滅させることができる。

（取消し等による損害の賠償）

第５１条 指定管理者は、違約金によって、第４７条の規定による指定の取消し、又は本業務

の全部若しくは一部の停止により市に与えた損害を補てんすることができないときは、その

不足額に相当する金額を賠償しなければならない。 

２ 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により指定を取り消し、又は期間を定めて本業

務の全部若しくは一部の停止を命じた場合において、指定管理者に損害・損失や増加費用が

生じても、市はその賠償の責めを負わない。

（指定期間満了以前の取扱い）

第５２条 第４４条から第４６条までの規定は、第４７条から第４９条までの規定により本協

定が終了した場合に、これを準用する。ただし、市と指定管理者が合意した場合はその限り

ではない。 

第１１章 その他 

（暴力団排除に関する協力義務） 

第５３条 指定管理者は、本業務の遂行に当たって暴力団員等による不当な行為を受けたとき

は、市に報告するとともに、管轄警察署への通報その他の暴力団の排除のために必要な協力

を行わなければならない。 
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２ 指定管理者は、本業務に係る下請契約その他の契約に際しては、当該契約の相手方に対し、

当該契約に係る業務の遂行にあたって暴力団員等による不当な行為を受けたときは、指定管

理者を通じて市に報告するとともに、管轄警察署への通報その他の暴力団の排除のために必

要な協力を行なうよう求めなければならない。

（権利・義務の譲渡の禁止） 

第５４条 指定管理者は、本協定によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は継承さ

せてはならない。ただし、事前に市の承諾を受けた場合はこの限りではない。 

（法人格の変更等） 

第５５条 指定管理者（共同事業体の場合は、「指定管理者又は指定管理者を構成する団体」）

は、合併、分割等により、法人格の変更又は団体を構成する要素の重要な変更（以下「法人

格の変更等」という。）が見込まれる場合には、速やかに市に報告しなければならない。 

２ 市は、前項の報告があった場合は、法人格の変更等について確認するために必要な書類の

提出を求めることができるものとする。

３ 指定管理者は、前項の規定に基づき市から求めがあったときは、速やかに必要な書類を市

に提出しなければならない。

（本業務の範囲外の業務） 

第５６条 指定管理者は、国民宿舎の設置目的に合致し、かつ本業務の実施を妨げない範囲に

おいて、自己の責任と費用により、自主事業を実施することができるものとする。 

２ 指定管理者は、自主事業を実施する場合は、市に対して自主事業の計画書を提出し、事前

に市の承諾を受けなくてはならない。その際、市と指定管理者は必要に応じて協議を行うも

のとする。

３ 市及び指定管理者は、自主事業を実施するに当たって、別途の自主事業の実施条件等を定

めることができるものとする。

４ 指定管理者は、応募時に実施の提案をした自主事業について実施しなければならない。た

だし、市が認める特別の理由がある場合はこの限りではない。

（本業務の実施に係る指定管理者の口座）

第５７条 指定管理者は、本業務の実施に係る支出及び収入を適切に管理することを目的とし

て、本業務に固有の口座を開設し、その適切な運用を図るものとする。ただし、市と指定管

理者間の協議により、固有の口座を開設しなくとも支出及び収入を適切に管理できる場合は

この限りでない。 

（請求、通知等の様式その他） 

第５８条 本協定に関する市と指定管理者との間の請求、通知、申請、申出、報告、承認、承

諾及び解除は、本協定に特別の定めがある場合を除き、書面又は電子データにより行わなけ

ればならない。 

２ 本協定の履行に関して、市と指定管理者間で用いる言語は、日本語とする。

３ 本協定の履行に関して市と指定管理者間で用いる計量単位は、本協定に特別の定めがある

場合を除き、計量法（平成４年法律第５１号）の定めるところによる。
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（協定の変更）

第５９条 本業務に関し、本業務の前提条件や内容が変更したとき又は特別な事情が生じたと

きは、市及び指定管理者は、協議の上、本協定の規定を変更することができるものとする。 

（解 釈）

第６０条 市が本協定の規定に基づき書類の受領、通知若しくは立会いを行い、又は説明若し

くは報告を求めたことをもって、市が指定管理者の責任において行うべき業務の全部又は一

部について責任を負担するものと解釈してはならない。 

（疑義についての協議）

第６１条 本協定の各条項等の解釈について疑義を生じたとき又は本協定に特別の定めのな

い事項については、市及び指定管理者は、協議の上、これを定めるものとする。 

（年度協定の締結）

第６２条 本協定に基づき、市及び指定管理者は、協議の上、年度協定を締結することができ

る。 

（裁判管轄）

第６３条 本協定から生ずる一切の法律関係に基づく訴えについては、国民宿舎の所在地を管

轄する地方裁判所をもって管轄裁判所とする。 

（共同事業体の場合における特記事項）

第６４条 本協定に定める業務に関する事項は、指定管理者１が行うこととする。 

２ 前項に定める事項を除き、指定管理者１～指定管理者２は、本業務を連帯して行うものと

する。

本協定を証するため、本書を２通作成し、市と指定管理者がそれぞれ記名押印の上、各１通

を保有する。 

令和○○年○○月○○日 

                   市 

所在地 浜松市中区元城町１０３番地の２ 

名 称 浜松市 

代表者 浜松市長  中 野 祐 介  印 

指定管理者 

所在地 ○○県○○市○○区○○町○○番地 

名 称 ○○グループ 

代表者 ○○ 
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指定管理者１ 代表者 

所在地 ○○県○○市○○区○○町○○番地 

名 称 ○○ 

代表者 ○○             印 

指定管理者２ 構成員 

所在地 ○○県○○市○○区○○町○○番地 

                   名 称 ○○ 

                   代表者 ○○             印 
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個人情報の取扱いに係る特記事項 

指定管理者は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）に基づき、個人情

報を取り扱う際には、以下の事項を遵守しなければならない。 

１ 指定管理者は、本協定の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。指定期間が終

了した後も同様とする。 

２ 指定管理者は本協定の履行に関して知り得た個人情報について、市が指定した目的の範囲

内でしか利用してはならない。 

３ 指定期間終了後、市の指示により保管を要するものとされた個人情報は、市が指定した目

的の範囲内で使用することができる。ただし、市がその利用を停止するように求めたときは、

指定管理者は直ちに利用を停止しなければならない。 

４ 指定管理者は業務上の目的で個人情報を取り扱う場合であっても、次の各号に掲げる行為

を行う場合については、当該行為を行うことができる場合を必要最小限に限定しなければな

らない。 

(1) 個人情報を複製する場合 

(2) 個人情報を送信する場合 

(3) 個人情報が記録されている媒体の外部への送付又は持ち出し 

(4) その他個人情報の適切な管理に支障を及ぼすおそれのある行為 

５ 指定管理者は組織的安全管理措置として次の各号に掲げる措置をとらなければならない。 

(1) 組織体制の整備 

(2) 個人情報の取扱いに係る規律に従った運用 

(3) 個人情報の取扱状況を確認する手段の整備 

(4) 漏えい等の事案に対応する体制の整備 

(5) 個人情報の取扱状況の把握及び安全管理措置の見直し 

６ 指定管理者は人的安全管理措置として、従事者に必要な教育をしなければならない。 

７ 指定管理者は物理的安全措置として、次の各号に掲げる措置をとらなければならない。 

(1) 個人情報を取り扱う区域を限定しなければならない。 

(2) 個人情報が記録されている媒体を定められた場所に保管するとともに、必要があると認

めるときは、耐火金庫への保管、施錠等を行わなければならない。 

(3) 個人情報が記録されている媒体を外部へ送付し又は持ち出す場合には、市の許可を得る

とともに、パスワード等を使用して権限を識別する機能を設定する等のアクセス制御のた

めに必要な措置をとる。 

８ 指定管理者は技術的安全管理措置として次の各号に掲げる措置をとらなければならない。 

(1) 当該個人情報にアクセスする権限を有する者の範囲と権限の内容を、業務を行う上で必

要最小限の範囲に限定しなければならない。 

(2) アクセス権限を有しない者は、個人情報にアクセスしてはならない。 

(3) アクセス権限を有する場合であっても、業務上の目的以外の目的で個人情報にアクセス

してはならず、アクセスは必要最小限としなければならない。 

(4) アクセス状況を記録し、その記録を一定期間保存し、及びアクセス記録を定期的に分析

しなければならない。また、アクセス記録が改ざんされないように必要な措置をとらなけ

ればならない。 
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(5) 外部からの不正アクセスを防止するため、必要な措置をとらなければならない。 

(6) 個人情報を含む電磁的記録又は媒体の誤送信・誤送付、又はウェブサイト等への誤掲載

を防止するため、個別の事務・作業において取り扱う個人情報の秘匿性等その内容に応じ、

複数の従業員による確認やチェックリストの活用等の必要な措置をとる。 

９ 指定管理者は、個人情報の漏えい等の事案が発生した場合は、直ちに市に通報するととも

に、その詳細について書面をもって報告しなければならない。あわせて、漏えいした個人情

報の拡散を防止する等の必要な措置をとらなければならない。 

10 指定管理者は、個人情報又は個人情報が記録されている媒体（端末及びサーバに内蔵され

ているものを含む。）が不要となった場合には、業務責任者の指示に従い、一切の個人情報を

溶解、焼却、切断等の復元又は判読が不可能な方法により当該情報の消去又は当該媒体の廃

棄を行う。その際に市が立ち会いを求めた時は、業務に特別な支障を生じることがない限り

拒むことはできない。 

11 前項の規定により、廃棄を実施した場合は、その処分内容を書面により市に報告しなけれ

ばならない。また、保有した個人情報をそのまま返却する場合においても同様に報告しなけ

ればならない。 

12 指定管理者は、市の求めに応じ、個人情報の管理体制及び実施体制や個人情報の管理の状

況について、報告しなければならない。また、業務に特別の支障を生じる場合を除いて、市

が実地検査を求めたときはこれに応じなければならない。 

13 指定管理者は、業務の一部を第三者に委託（委託先が指定管理者の子会社である場合も含

む。）する場合には、個人情報の取扱いについて第１項から第 10 項までの措置をとるように委

託先を監督しなければならない。 
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電気料等の精算に係る特記事項（令和５年度選定施設に係る特例措置） 

昨年度の電気料等の著しい価格上昇など、将来的な価格変動の見通しが困難であるため、令和

５年度選定施設に係る特例措置として、本協定における施設の電気料等は以下のとおり精算する

こととする。

なお、本特記事項と本協定の本特記事項以外の条項で記載内容に相違があるときは、本特記事

項の記載内容が優先するものとする。

（精算項目）

第１条 精算の対象とする項目（以下、「精算項目」という。）は次のとおりとする。

（１）電気料

（２）ガス料

（３）灯油費

（基準額）

第２条 精算の基準とする金額（以下「基準額」という。）は、２１，３９８，０００円とする。

２ 基準額は、精算項目の年間合計額であり、消費税及び地方消費税を含む。

（実績額の報告）

第３条 指定管理者は、会計年度単位の精算項目に係る支出額の合計額（消費税及び地方消費税

を含む。以下「実績額」という。）及び精算項目に係る使用量（以下「各使用量」という。）を、

市が指定する日までに市に報告するものとする。

（増加した場合の精算）

第４条 当該年度の実績額が基準額から２割を超えて増加した場合、２割を超える分の全額を交

付金として、当該年度の翌年度に市が指定管理者に対して交付するものとする。

２ 前項に基づく交付金交付要綱は市が別に定める。

３ 当該年度の実績額が基準額から２割を超えて増加した場合であっても、前年度と当該年度の

精算項目の各使用量を比較し、各使用量に著しい増加があると認められ、かつ、その増加が指

定管理者の責に帰すると認められるときは、第１項の交付金は交付しない。

（減少した場合の精算）

第５条 当該年度の実績額が基準額から２割を超えて減少した場合、指定管理者は、２割を超え

る分の全額を、市が発行する納入通知書により指定する日までに支払う。

（一括協定の精算）

第６条 複数施設の一括協定の場合は、基準額と当該一括協定の対象施設の実績額の合計額を比

較対象とした上で精算を行うものとする。



№ 備品番号 品名・規格 数量 場所
1 00055820 マイクロバス 日産シビリアン 28人乗 浜松200さ496 1 駐車場
2 00141665 製氷機 IM-45TL-1 1 ３Ｆパントリー
3 00141666 戸棚 1 ３Ｆ厨房
4 00141669 流し台(パンシンク) ドライ仕様･二分割フタ付 1 ３Ｆ厨房
5 00141671 ゆで麺機 TTU-50A 1 ３Ｆ厨房
6 00141673 食器戸棚 1 ３Ｆ厨房
7 00141674 電子レンジ EM-1645 1 ３Ｆ厨房
8 00141675 焼物機 上火式グリラー R-6428 1 ３Ｆ厨房
9 00141676 焼物機 電気式焼き物器 3P-218 1 ３Ｆ厨房

10 00141678 吊戸棚 下地共 1 ３Ｆ厨房
11 00141688 コールドテーブル PT-150DC 1 ３Ｆ厨房
12 00141689 コールドテーブル PT-150DC 1 ３Ｆ厨房
13 00141690 流し台(パンシンク) 二分割フタ付 1 ３Ｆ厨房
14 00141691 炊飯器 立体炊飯器 CRA-150L1A 1 ３Ｆ厨房
15 00141692 コールドテーブル RT-150SNC-ML 1 ３Ｆ厨房
16 00141693 流し台 ブラシ洗浄機付下洗シンク ドライ仕様 1 ３Ｆ洗浄室
17 00141695 ステンレス製置台 オープンキャビネット 1 ３Ｆ洗浄室
18 00141698 フードスライサー 万能スライスサー OMS-710 1 ３Ｆ下処理室
19 00141699 殺菌庫 器具殺菌庫 NK-308D 1 ３Ｆ下処理室
20 00141700 冷蔵庫 パススルー冷蔵庫 HR-120S-4G4G 1 ３Ｆ下処理室
21 00141701 冷蔵庫 パススルー冷蔵庫 HR-120S-4G4G 1 ３Ｆ下処理室
22 00141702 浄水装置 1 ３Ｆ厨房事務室
23 00141703 冷蔵庫 ボトル冷蔵庫 1 ３Ｆパントリー
24 00141704 冷蔵庫 ボトル冷蔵庫 1 Ｍ３Ｆ配膳室
25 00141705 冷蔵庫 ナショナル NS-K441RF 1 Ｍ３Ｆ配膳室
26 00141706 戸棚 1 Ｍ３Ｆ配膳室
27 00141707 戸棚 1 Ｍ３Ｆ配膳室
28 00141712 整理コンベア 直角送り出し 1 ３Ｆ洗浄室
29 00141728 小型ワゴン車 トヨタハイエース 10人乗 浜松332も1115 1 駐車場

30 00163090
フロント会計システム
(サーバー:NP81001449YP7Y クライアントPC:PC-MY30AE2556T6)

1 ３Ｆ事務室

31 00177227 タニコー 調理台 W1500×D600×H700 1 Ｍ３Ｆ配膳室
32 00177228 タニコー 調理台 W1500×D600×H700 1 Ｍ３Ｆ配膳室
33 00177229 ホシザキ 全自動製氷機 IM-65-TL-1 1 Ｍ３Ｆ配膳室
34 00177230 サンシン 電気式酒燗機 RE-2F 1 Ｍ３Ｆ配膳室
35 00177231 サンデン 冷蔵ショーケース PHO-6Z 1 ３Ｆ売店
36 00178082 冷凍ストッカー サンヨー SCR-R63 1 既存バルコニー
37 00178083 冷蔵庫 ホシザキ HR-120ST-ML 1 ３Ｆパントリー
38 00178084 冷蔵ショーケース サンヨー SMR-SK72CH 1 ３Ｆパントリー
39 00178085 電気酒燗機 サンシン NS-1C 1 ３Ｆパントリー
40 00178086 冷蔵庫 ナショナル NS-1040SSG 1 Ｍ３Ｆ配膳室外
41 00178087 冷蔵庫 ナショナル NS-K663R2 1 Ｍ３Ｆ配膳室外
42 00178088 冷水器 東芝 RWF-D51P2 1 ４Ｆ男子脱衣室
43 00178089 冷水器 東芝 RWF-D51P 1 ４Ｆ女子脱衣室
44 00180518 スチームコンベクションオーブン ラショナルI Combi Classic 10-1/1 1 ３Ｆ厨房

45 00185154
ラックコンベアー式食器洗浄機 SDR310GL 右投入左排出仕様
ガスブースターBST-7E型 ブースター接続用金属フレキホース(3本)

1 ３Ｆ洗浄室

46 00185155 縦型冷凍冷蔵庫 GRD-081PM 冷凍1室φ100V仕様 1 ３Ｆ厨房
47 00185156 縦型冷蔵庫 GRD-180RMD 3φ200V仕様 1 ３Ｆ下処理室
48 00185157 縦型冷凍庫(センターフリー仕様) GRD-124FMD 3φ200V仕様 1 ３Ｆ下処理室
49 00185158 製氷機 IM-75TM-1 製氷量75㎏/日 1 ３Ｆ厨房
50 00185159 ガスレンジ TSGR-0921 1 ３Ｆ厨房
51 00185160 ガステーブル TSGT-0921 1 ３Ｆ厨房
52 00186026 シェルフカート 1 ３Ｆ洗浄室

・第Ⅰ種備品

２　管理物品（詳細については、物品管理マニュアルに基づく備品管理台帳を参照のこと。）

別紙１　管理物件

　・その他施設

　・敷地内の外構及び植栽

　・駐車場など屋外の設備

　・国民宿舎奥浜名湖

１　管理施設



・第Ⅱ種備品
【３Ｆ】

品　名 数量 所在場所 備　考
防犯カメラ 3 フロント・売店・事務室 KGUARD　HD881-4WA843PK

・備付物品
【２Ｆ】

品　名 数量 所在場所 備　考
将棋セット 2 サービス室
囲碁セット 2 サービス室
麻雀セット 2 サービス室



・フロア内物品一覧（参考）

【１Ｆ・２Ｆ客室】
品　名 数量 所在場所 備　考

座卓 20 和室
座椅子 80 和室
広縁テーブル 20 和室
広縁高座椅子 40 和室
電気ポット 20 和室
テレビ 20 和室
金庫 20 和室
冷蔵庫 20 和室
行灯 20 和室
姿見 6 洋室
鏡 6 洋室
ベッド 12 洋室
ソファーベッド 6 洋室
ナイトスタンド 6 洋室
ナイトテーブル 6 洋室
バゲージラック 6 洋室
ライティングデスク 6 洋室
デスクランプ 6 洋室
ライティングデスクチェアー 6 洋室
アームチェアー 5 洋室 102号室なし
テーブル 6 洋室
電気ポット 6 洋室
テレビ 6 洋室
テレビ回転台 6 洋室
金庫 6 洋室
冷蔵庫 6 洋室
姿見 2 和洋室
鏡 2 和洋室
ベッド 4 和洋室
ソファーベッド 2 和洋室
ナイトスタンド 2 和洋室
ナイトテーブル 2 和洋室
バゲージラック 2 和洋室
テレビ台 2 和洋室
ライティングデスク 2 和洋室
デスクランプ 2 和洋室
ライティングデスクチェアー 2 和洋室
アームチェアー 4 和洋室
テーブル 2 和洋室
座卓 2 和洋室
座椅子 8 和洋室
電気ポット 2 和洋室
テレビ 4 和洋室
テレビ回転台 2 和洋室
金庫 2 和洋室
冷蔵庫 2 和洋室



・フロア内物品一覧（参考）

【３Ｆ】
品　名 数量 所在場所 備　考

事務机 6 事務室
ロッカー（8人用） 2 事務室
食器棚 1 事務室
金庫 1 事務室
デスクトップパソコン 2 事務室
デスクトップパソコン 2 フロント
プリンター 1 フロント
テレビ 2 宿直者休憩室 宿直者休憩室①②×各1
傘立て 2 エントランス／ロビー
アルミカート（荷物運搬用） 1 エントランス／ロビー
台車（業務用） 2 エントランス／ロビー
車椅子 2 エントランス／ロビー
スモーキングスタンド 3 玄関外／1F廊下屋外
丸テーブル 9 エントランス／ロビー
丸テーブル用イス 20 エントランス／ロビー
組み合わせソファー 20 エントランス／ロビー
平イス（黒） 2 エントランス／ロビー
電子ピアノ 1 エントランス／ロビー
ユニットソファー 1 エントランス／ロビー ソファー×6、テーブル×1
ユニットソファー 1 エントランス／ロビー ソファー×8、テーブル×2
売店販売用売台 1 エントランス／ロビー
絵画 1 エントランス／ロビー 画：伊藤信次
ベンチ 2 展望デッキ
折り畳みテーブル 21 多目的ホール
イス 90 多目的ホール
講演台 1 多目的ホール
音響一式 1 多目的ホール
ホワイトボード 1 多目的ホール
多目的シェルフ（棚一式） 1 多目的ホール
イス運搬用台車 1 多目的ホール
屏風 3 多目的ホール
テーブル（大） 6 レストラン
テーブル 25 レストラン
イス 105 レストラン
チャイルドチェアー 10 レストラン
パーテーション 4 レストラン
食器収容棚 1 レストラン
台車 3 レストラン
絵画 5 レストラン
タオルウォーマー 1 レストラン
配膳カート 1 レストラン



・フロア内物品一覧（参考）

【３Ｆ】
品　名 数量 所在場所 備　考

電気ポット 4 パントリー
作業台 2 パントリー

調理台 3 パントリー
調理台①W1200×D600×H800
調理台②W1700×D600×H800
調理台③W900×D600×H800

流し台 2 パントリー
流し台①W600×D600×H800
流し台②W1000×D600×H800

吊戸棚 3 パントリー
電子ジャー 4 厨房（移動する場合あり）

調理台 8 厨房

調理台①W1500×D900×H800
調理台②W1500×D900×H800
調理台③W1500×D900×H800
調理台④W1500×D900×H800
調理台⑤W1500×D800×H800
調理台⑥W750×D750×H800
調理台⑦W1500×D750×H850
調理台⑧W750×D600×H850

作業台 5 厨房

流し台 2 厨房
流し台①W750×D750×H800
流し台②W1350×D600×H800

吊戸棚 1 厨房
吊棚 2 厨房
シェルフ 2 厨房
ガステーブル 1 厨房
配膳カート 1 厨房
ローレンジ 1 厨房
蒸し器 1 厨房
スープジャー 1 厨房
配膳カート 1 洗浄室

流し台 4 下処理室

流し台①W1500×D750×H800
流し台②W900×D750×H800
流し台③W1500×D750×H800
流し台④W1500×D750×H800

調理台 1 下処理室 W1500×D750×H800

棚付き調理台 1 下処理室 W1800×D750×H800

洗濯機 1 下処理室
ロッカー（4人用） 2 厨房事務室
調理台 2 厨房事務室
戸棚（2段） 1 厨房事務室
テーブル 1 厨房事務室
テレビ 1 厨房事務室
ロッカー（27人用） 1 厨房更衣休憩室
戸棚（2段） 1 厨房更衣休憩室
戸棚（2段） 1 食品庫
キャスター付き棚台車 3 検収ホール
戸棚 1 検収ホール
調理台 1 検収ホール



・フロア内物品一覧（参考）

【Ｍ３Ｆ】
品　名 数量 所在場所 備　考

折り畳みテーブル 24 大広間・厨房倉庫 大広間×12、厨房倉庫×12
音響一式 1 大広間
絵画 2 大広間
書 1 大広間
作業台 1 配膳室
流し台 1 配膳室 W1200×D600×H800

吊戸棚 1 配膳室
ガスコンロ 1 配膳室
スープジャー 1 配膳室
配膳カート 2 配膳室
食器棚 1 配膳室
タオルウォーマー 1 配膳室
台車 2 配膳室外
洗濯機 1 配膳室外
乾燥機 1 配膳室外
組み合わせソファー 19 カラオケルーム（M3F・1F） M3F×9、1F×10
特注チェアー（四角小） 2 カラオケルーム（M3F） M3F×2
テーブル 8 カラオケルーム（M3F・1F） M3F×4、1F×4
冷蔵庫 2 カラオケルーム（M3F・1F） M3F×1、1F×1
空気清浄機 2 カラオケルーム（M3F・1F） M3F×1、1F×1

【４Ｆ】
品　名 数量 所在場所 備　考

スタンド型扇風機 2 浴室 脱衣室（男女×1）
体重計 2 浴室 脱衣室（男女×1）
藤縁台 4 浴室 ホール
スツール（イス） 18 浴室 脱衣室（男女×9）
脱衣駕籠 60 浴室 脱衣室（男女×30）
湯桶 30 浴室 浴室（男女×15）
湯椅子 26 浴室 浴室（男×13、女×13）
片手桶 4 浴室 浴室（男女×2）
シャワーチェアー 4 浴室 浴室（男女×2）
ドライヤー 8 浴室 脱衣室（男女×4）



別紙２ リスク分担表 

種  類 内   容 
負担者 

市 
指定 

管理者

物価・金利変動 物価・金利の変動に伴う経費の増加又は収入の減少  ○ 

税制・法令改正 施設の管理運営に直接関係する制度改正等による経費

の増加又は収入の減少 
○  

上記以外の改正等による経費の増加又は収入の減少  ○ 

その他の制度変

更 

指定管理者制度に直接関係する条例、規則等の改正そ

の他の制度変更等による経費の増加又は収入の減少 
○  

上記以外の条例、規則等の改正その他の制度変更等に

よる経費の増加又は収入の減少 
 ○ 

資金調達 資金調達ができなくなったことによる管理業務の中断等  ○ 

需要変動 需要変動による収入の減少又は経費の増加  ○ 

業務内容の変更 行政上の理由による業務内容の変更に伴う経費の増加 ○  

指定管理者の提案に基づく指定期間中途の業務内容の

変更に伴う経費の増加 
 ○ 

営業の停止・禁止 食品衛生法等による営業の停止や禁止  ○ 

不可抗力 不可抗力に伴う施設・設備の復旧経費 ○  

不可抗力に伴う事業の中断 協議事項 

施設の損壊等に

よる修繕、事業の

中断 

指定管理者の管理瑕疵に基づく施設・設備の損傷に伴

う修繕費用等の増加及びそれに伴う事業の中断等 
 ○ 

指定管理者の管理瑕疵によらない施設・設備の損傷に

伴う修繕、備品の修繕、更新に関する費用等で、１件

６０万円（税込）以上のもの 

○  

指定管理者の管理瑕疵によらない施設・設備の損傷に

伴う修繕、備品の修繕、更新に関する費用等で、１件

６０万円（税込）未満のもの 

 ○ 

指定管理者の管理瑕疵によらない施設・設備の損傷に

伴う修繕等に伴う事業の中断等 
協議事項 

許認可等 市が取得すべき許認可等が取得・更新されないことに

よる事業の中止・延期 
○  

指定管理者が取得すべき許認可等が取得・更新されな

いことによる事業の中止・延期 
 ○ 

第三者への賠償 指定管理者の故意又は過失により損害を与えた場合  ○ 

上記以外の理由により損害を与えた場合 ○  

引継費用 管理運営の引継ぎに必要な費用  ○ 

（注） この表に定める事項で疑義がある場合又は表に定める事項以外の不測のリスクが生じた

場合は、市と指定管理者協議の上、リスク分担を決定する。 


